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序説

はじめに

「認知症の⼈と家族にやさしい社会」
「経済競争⼒のある社会」
「⼈々が健康で幸福な、持続可能な社会」

これらは、同時に実現できるのでしょうか。
世界においては、今やこれらの社会づくりは同時に実現するもの、いや同時でないと実

現できないものとして捉えられるようになってきています。フィンランドやデンマークと
いった国々がその先頭を⾛っています。

認知症予防と健康・ウェルビーイング向上との要因はほとんど同じです。認知症にやさ
しい社会は、弱い⽴場の⼈を含む全ての⼈にやさしい社会であり、それはすなわち、全世
代の多様な⼈々に敬意が払われるやさしい社会ということになります。そして、それを⽬
指すことは、⼈々の健康 ･ ウェルビーイングを実現していくことになります。

このような社会の実現には､ 社会参加、⽣活⽀援、意思決定⽀援、コミュニケーショ
ン、教育、医療･ 介護 ･ 年⾦など社会保障、データ活⽤、交通や建造環境・⽣活環境な
ど、互いに連関する社会の多側⾯の活性化が重要となります。このような社会では、⼈々
の潜在⼒が解き放たて、経済活動も活性化していきます。

本提案「地域共⽣社会の実現に向けて：認知症にやさしい健康まちづくりの提案」は、
以上の観点から、従来の枠組みを超えて多領域から各分野を切り拓かんとする研究者・実
践家が集まり学際融合的議論をもって協働し、「これから⽬指すべき社会」のひとつのあり
⽅を提案するものです。今後に向けての議論や検討のきっかけとなれば幸いです。

（今中 雄⼀）
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第Ⅰ部 

認知症にやさしい活気あるまちをどうつくるか 
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第Ⅰ部 第１章 認知症カフェのこれまでとこれから

A. テーマに関する背景・動向
⽇本社会が超⾼齢社会となる中、加齢を最⼤のリスクとする認知症の⼈の数は増加し、

2025 年には⾼齢者の 5 ⼈に 1 ⼈が認知症ということが推測されている。認知症という病気
では、⼀⼈で社会⽣活を遂⾏することが難しくなり他者への依存や社会からの疎外を⽣む。
さらには周囲の家族や近隣住⺠も認知症の⼈をうまく理解することが難しく認知症の⼈の
社会参加を⽀援することは容易ではない。社会全般の認知症への偏⾒も認知症の⼈だけでな
く、その家族の社会参加も妨げる。

その社会状況を踏まえ、認知症施策が推進され、認知症の⼈本⼈がメッセージを発信する
ことや、単に⽀えられる側であるだけでなく、活動する側になることも推奨している。活動
を促進するための拠点として認知症カフェを始めとし、幾つもの施策が進められている。

認知症カフェの⽬的としては、１）認知症を持っても⾃分らしく⽣きること、２）認知症
の⼈の家族が気軽に同じ⽴場の⼈や専⾨職と話し合えること、３）地域の住⺠たちが認知症
を⾝近に知り、偏⾒をなくすことなどがあげられる 1。認知症カフェは厚⽣労働省から 2012
年に⽰されたオレンジプランに盛り込まれ、⽇本の認知症国家戦略と位置づけられる 2015
年の新オレンジプランにも明記された。全国の市区町村に設置する⽬標が掲げられ、その結
果、最近では全国で 8 千か所以上、⼈⼝ 2 万⼈に 1 か所以上の認知症カフェが設置されて
いる。認知症カフェの運営状況について詳しく⾒てみると、2016 年度に⽼健事業で⾏われ
た全国調査などで多くのカフェは⽉ 1 回、1 回あたり 2 時間程度の開催であることが⽰され
ている。新オレンジプランで認知症地域⽀援推進員の関与が推奨されたこともあり、各⾃治
体の認知症地域⽀援推進員がコーディネーターに⼊っているカフェも多数あるが、その他の
医療・介護の専⾨職や市⺠ボランティアが開設しているカフェもある。具体的な活動内容も
カフェのくつろいだ雰囲気の中で⼼理的⽀援や教育的⽀援を⾏うよう意図されたものから、
リクリエーション的な活動を中⼼としたものまで多岐にわたっている 2。

認知症カフェの活動とも関連して、認知症の⼈がパートナーらの⽀援も受けて、⾃ら社会
に認知症のことを啓発したりする認知症希望⼤使の活動、本⼈同⼠がエンパワメントするオ
レンジドアや本⼈ミーティングの活動も展開されている。また、認知症カフェなどと連携し、
市⺠が認知症の⼈を⽀援するチームオレンジの活動も広がりつつある。
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B. テーマに関する課題 
 認知症という疾患は複雑な疾患という側⾯を持つため、本⼈の社会参加や市⺠の活動を中
⼼とする施策において、医療とのかかわりや認知症に関する教育・研修が課題となる。 

医療とのかかわりについては、病気としての認知症の側⾯を知りつつ、認知症ケアや地域
ケアとの親和性を持つ医療関係者の存在は、認知症の⼈とその家族を医療機関から認知症カ
フェへ，そして認知症カフェから医療機関へと結びつける役割とともに，地域の⺠⽣委員や
介護職と医療機関の医師，薬剤師などを結びつける役割も果たすことも期待されている 3。 

認知症カフェ等の当事者の社会参加を促す活動をめぐってのもう⼀つの課題として，スタ
ッフ研修がある。認知症ケアについては⽬に⾒える⼿技などはないため，誰がどのようなス
キルをもっているか，⾒極めることが難しい。そもそも，認知症カフェの運営に参加するに
当たって予備知識をもっていくことが必要かどうかでさえ，認識されていない場合も多いの
が現状である。そのような状況の中、筆者は、「認知症カフェスタッフ⾃⼰評価票」を作成
し，検証も⾏ってきた。認知症カフェだけではなく、関連施策として⾏われているオレンジ
ドア、本⼈ミーティング、チームオレンジの実施においても求められると考えている。無料
公開しているので、ぜひ活⽤いただければと考えている 4。 
 
C.望まれること/事例/写真ほか 

地域ごとの⼯夫やコロナ禍でのオンラインを⽤いた認知症カフェの開催などについては，
筆者も関わった⽼⼈保健健康増進等事業の資料をインターネットでダウンロードして参照
いただければと思う。また，認知症の⼈や家族の思いなどを認知症カフェなどで役⽴てるガ
イドブックも⽼⼈保健健康増進等事業で作成されインターネットからダウンロードできる
ようになっている。併せてご参照いただければと思う。 

本論で紹介した活動の意義を明らかにし、これらの活動が実際に地域全体での認知症の理
解が広がっていることを把握するためには、認知症の受けとめや理解に関する住⺠調査や新
たに認知症と診断された際の介護負担感などが調査されることが望まれる。そして、そのデ
ータベースを可視化し、認知症にやさしい健康なまちを創るために、これらの取り組みの状
況や実施上の課題などを把握することが⼤切である。そのようなことを通じて、1 ⼈でも多
くの⼈が地域共⽣社会を築く活動に気軽に参加してみようと思われることを願っている。 
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D.今後の展望 キーポイント 
 超⾼齢社会の⽇本にあって、⻑年の歴史的な経緯と施策の積み重ねによって、認知症の

当事者や地域住⺠の社会参加として、認知症カフェや本⼈ミーティング等、様々な取り
組みが⾏われている。 

 認知症はとても⾝近な疾患である。しかし、⼀⽅で、かなり複雑な疾患であり、⻑期間
にわたって症状も変化していく。症状などには多様のパラメーターがあり、理解するの
は難しい。そのため、医療や介護・福祉の専⾨職のかかわりや、地道な啓発や教育・研
修が必要である。 

 今後、認知症の受けとめや理解に関する住⺠調査や新たに認知症と診断された際の介護
負担感などの調査が⾏われ、データベース化され、その後の事業に⽣かされることが望
ましい。 

（武地 ⼀） 
参考⽂献 
1. 武地 ⼀. ようこそ、認知症カフェへ. 京都: ミネルヴァ書房, 2017. 
2. 認知症カフェの実態に関する調査研究事業報告書; 2017 年 3 ⽉.  
3. ⽇本看護協会出版会. 認知症 plus 地域共⽣社会. 2022 年 3 ⽉. 
4. 認知症カフェスタッフ⾃⼰評価票（DCSA）; 2019. https://orangecommons.jimdofree.com 
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第２章 葛藤から抜け出す：こころの交流 
 
認知症の⼈と家族が歩んできた道 

認知症は、周囲の⼈や社会から偏⾒と差別の対象とされ、「何も出来ない」「コミュニケ
ーション不可能」とみなされ、ケアや介護の公的⽀援など何もない暗⿊の時代が⻑く続い
た。そのような偏⾒は社会の中に根強くあり、そんな偏⾒を持って診断を受けると、絶望
に苛まれる。しかし、過去数⼗年の間に、認知症の医療・介護に携わった⼈たちと家族
が、病気による症状と社会環境の関係に注⽬し、中核症状と周辺症状の峻別を進め、認知
症の⼈への偏⾒や固定観念を糺してきた１，２，３。 

⼈⼝の⾼齢化による認知症の⼈の数の増加に伴い、認知症に関する政策も過去⼗年の間
に⽮継ぎ早に出され、2019 年の国家プラン「認知症施策推進⼤綱」では、「共⽣」と「予
防」を両輪として、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望をもって⽇常⽣活を過
ごせる社会を⽬指すとし、認知症に対してより前向きで、肯定的な⽣き⽅を⽀援する政策
を掲げるまでになった。 

そのような政策の進展には、認知症の⼈と家族も⼤きく貢献してきた。「家族の会」を形
成し、介護にあたる苦労を相談し合う会合をもち、⽉刊誌を発⾏し、広く社会に認知症の
⼈へのまっとうな⾒⽅と尊厳を求め続けてきた４。新たに診断された認知症の⼈と家族もそ
のような歴史を学ぶことで、認知症の偏⾒や固定観念を変えて、新しい⽣き⽅を模索する
希望を持てるようになってきた。 

 
認知症の⼈の新しい⽣き⽅を求めて 

若くしてアルツハイマー病と診断された若年性認知症の⼈が、認知症になると「何もわ
からなくなる」や「何も出来なくなる」との世間の⾒⽅は⾃分⾃⾝の経験とは違うと感
じ、全国の 300 ⼈の認知症の⼈と会い、認知症の当事者の想いと経験を本に著した５。改
めて欲しいと認知症の⼈が考えている家族の⾔動についても、当事者たちからたくさん聴
きとってきてそれを世の中に伝える努⼒をしている。 

認知症の⼈は診断を受けると、それまで従事していた仕事を辞め、趣味さえも中断する
事が多かったが、それは「認知症の⼈は何もできない」という根強い社会の偏⾒があり、
家族も認知症の⼈の活動を抑制する傾向があったからだろう。しかし、診断が早期に可能
になり、診断後に介護が必要ではなく、⾊々なことをできる期間が⻑くあるようになった
今も、認知症の⼈の意向や意思は、確かめられることがなかった。しかし、働くことや趣
味を続けることへのニーズは⾼く、企業や職場の考え⽅の刷新も求められる。 
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認知症の⼈と家族の孤⽴・介護を巡る葛藤 
介護者と認知症の⼈の間には⼤きな緊張がある。介護者は認知症の⼈のもの忘れを発⾒

すると、とっさに驚きを表現したり、⼼配のあまり前もって仔細に注意し、認知症の⼈の
⾃尊⼼と⼼情を傷つける５、とよく語られる。また介護者は、認知症の⼈が出来ていたこと
が出来なくなると、これまで⾃分がよく知っていた⼈がいなくなったように感じ、「あいま
いな喪失」６と呼ばれるつらい喪失感に襲われる。図１の「ことばと⼼理の悪循環」に⽰す
のは、認知症の⼈と家族や周囲の⼈との間で繰り広げられることばと感情のやり取りで、
互いが傷つけあう厳しい関係になって⾏くプロセスである。失認、失⾏、失語などの認知
症の症状により、繰り返しの質問をすれば、家族や周囲の⼈がその質問に驚き、不可解に
思う反応が起こる。認知症の⼈は⾃分が尋ねたことを忘れて繰り返し尋ねてしまうが、初
めて尋ねている「つもり」なのに、「何回⾔ったらわかる？」と詰問されて、ことばのきつ
さに驚く。⾃分が「以前と変わらず」⾏動している「つもり」にも拘らず、⾃分の⾏動⼀
つ⼀つに「上から⽬線で」指⽰され、次第に⾃尊⼼をなくす。⾃尊⼼は⼈間にとって⾮常
に⼤切なもので、⽣きてゆく 上での原動⼒である。 

 

 
図 1.ことばと⼼理の悪循環のプロセスの図 

 
 

しかし図１に⽰すように、⼀番⾝近にいる家族や介護 者から、詰問、叱責、無視、侮
蔑、⼦ども扱いを受け、怒鳴られ、恫喝されるなら、認知症の⼈の⾃尊⼼は低下し続け、
「不安」、「うつ」、あ るいは「興奮」などの精神症状が起こり、さらには「妄想」や「暴
⾔」「暴⼒」、「徘徊」に及ぶだろう７。これらの症状は、認知症の⾏動⼼理症状（BPSD）
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と呼ばれ、本⼈が苦しむだけでなく、周りも苦しむ。互いが傷つけ合うこのような厳しい
悪循環は、家庭のような閉じられた場所で起こる。認知症の⼈と家族はそのような危険の
中に居ることが多いがこんな危険な悪循環から⼀刻も早く開放され、安全で、快適で、調
整⼒のある場所を外に持つ必要がある。 
 
認知症の⼈と家族をとりまく環境と認知症カフェの可能性 

認知症の⼈と家族介護者は、認知症と⾔う病気で傷つく⼈と、その⼈を介護することで
傷つく⼈として敵対し、悪循環に陥りやすいが、それぞれがサポートとケアを得ることは
現状では⾮常に難しい。介護保険が認知症に対応した仕組みではなく、認知症の家族への
サポートを提供する理念も体制もなく、家族の多様化への対応が未発達であり、介護と医
療の連携も不⼗分である。このような中で認知症の診断を受けた⼈とその家族には、認知
症カフェが、家庭の外の社会参加の場所を提供する。認知症の⼈と家族の本来の能⼒を促
進し、あるいは回復させる形で機能を発揮する。 

1 つ⽬は認知症疾患センターがカフェを設置し、認知症診断直後の本⼈と家族に、認知
症オリエンテーションを実施することで効果を収めている例がある８。認知症と診断された
⼈をピアカウンセラーとして雇⽤して、対話を通じて認知症に対する古い偏⾒と固定観念
を⼊れ替えることで不安を取り去り、家族も認知症の⼈に対する接し⽅を学ぶ。2 つ⽬
は、すでに認知症の⼈と家族の間に軋轢が⽣じている場合に、カフェで、互いの間に距離
を置き、双⽅がカフェで他者と交流し、⾃分の元々の能⼒を再確認し、⾃信を取り戻すこ
とができる。家族も他の家族介護者や専⾨職から認知症について学び、⾃らの接し⽅を修
正する。それが功を奏した認知症の⼈と家族の事例を紹介した。 

（⼭⽥ 裕⼦） 
参考⽂献 
1. 室伏君⼠ 1985  痴呆⽼⼈の理解とケア ⾦剛出版 
2. ⽯橋典⼦ 2007  「仕舞」としての呆け 中央法規 
3. 敷島妙⼦ 1983 おじいちゃんが笑った 現代出版 
4. ⾼⾒国⽣ 2011  『ああ 認知症家族』 岩波書店 
5. 丹野智⽂ 2021『認知症の私から⾒える社会』  講談社 
6. ポーリン・ボス 2015 『あいまいな喪失とトラウマからの回復 家族とコミュニティのレジリエンス』

誠信書房 
7. ⼭⽥裕⼦ 2012「家族へのケア」北徹監修、横出正之・荒井秀典編 『健康⻑寿学⼤事典 QOL から

EBM まで』⻄村書店 798-805 
8. ⼤塚智丈 2021『認知症の⼈の⼼を知り、「語り出し」を⽀える』 中央法規 
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第３章 認知症サポーター： 
楽しみながら⼈を⽀える、⽀えられる 

A.テーマに関する背景・動向 
少⼦⾼齢社会の進展に伴い、将来⼈⼝推計において、2065 年に総⼈⼝ 8,808 万⼈のうち、

65 歳以上⼈⼝の割合が全⼈⼝の 38.4％、⽣産年齢⼈⼝割合も約 50％台まで低下することが
予想され、豊富な経験や知識を有する⾼齢者が、定年に捉われずに、働く機会が提供される
社会の実現によって、労働⼈⼝の確保することが望まれている。労働は、認知機能低下への
リスク要因の⼀つである社会的接触・つながりの減少を防ぎ、⽣きがいにもつながり、健康
寿命の延伸、認知機能低下を防ぐ可能性を秘める。 

令和元年６⽉１８⽇に認知症施策推進関係閣僚会議によってとりまとめられた「認知症施
策推進⼤綱」では、「普及啓発・本⼈発信⽀援」が⼤きな⼀つの柱であり、認知症の⼈やそ
の家族が地域のよい環境で⾃分らしく暮らし続けるために、認知症への社会の理解を深める
ことが必要である。2005 年に開始された、認知症サポーターは、1300 万⼈に達成しており
（2022 年 6 ⽉現在）、その数は増加傾向にある。「チームオレンジ」も創設され、地域内の
認知症サポーターが新たに⼒をふるう場として期待されている。 

地域内の『互助』では、個々⼈が互いに⽀え合うことが期待され、オープンイノベーショ
ンが進んだまちづくりでは市⺠の"主体性"を引き出し、まちづくりに積極的に市⺠が参加で
きるしくみが必要である。主体性を引き出されるうる市⺠は、こどもから⼤⼈、⾼齢者はも
ちろん、認知症の⼈などすべての市⺠が対象となってまちづくりが⾏われることが期待され
ている。 

 
B.テーマに関する課題 
・定年退職後の働く機会の確保が必要であるが、⾼齢者にふさわしい、活躍できる魅⼒的な
場所や仕事の開拓が⼗分でない。特に労働⼈⼝の多い都市圏では、⾼齢者雇⽤に関する企業
の意向が前向きでない。 
・認知症サポーターの数は増えているが、その活動の場が幅広く認知されておらず、とくに
若年層 20 代-40 代のサポーター数が少ない。 
・チームオレンジはもちろん、認知症サポーターの活動・効果が実践されている地域が限定
されている。 
・認知症の⼈が働く機会は多くの地域で実践されていない。 
・まちづくりに積極的に市⺠が参加できるしくみは少なく、⼤都市圏ほど市⺠参加を⾏う体
験に乏しい。 
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C.望まれること 

１．⾼齢者の雇⽤・ボランティアの機会の創出 
⾼齢者は定年に捉われず、認知症の⼈も含めて働く機会が得られ、⾃⼰価値、アクティブ

な感覚、健康と社会的つながりの維持によって、⽣きがいを得る。ボランティアの機会があ
ふれ、アクセスしやすい環境が整う。認知症の⼈や家族をサポートするための出産や⼦育て
がしやすい環境を整える。 
２．認知症サポーターを中⼼とした認知症の⼈と家族への⽇常的サポート 

認知症の⼈とその家族を理解し、⽀える「サポーター」である認知症サポーターがさらに
増え、まち全体が認知症サポーターになり、継続的な講習等により「チームオレンジ」が⽴
ち上げられ、⽀援の輪が広がる。 
３．住⺠全体が楽しみながら主体的に参加してまちをつくりあげる 

認知症の⼈、⾼齢者、こども含めて、住⺠の"主体性"が引き出された、まちづくりに積
極的に市⺠が参加でき、オープンイノベーションが実践されている。 

 
D.キーポイント 
１．⾼齢者の雇⽤・ボランティアの機会の創出 
−定年退職という概念を超え、認知症の⼈も含め、働ける⼈が働きたい場所で働いていける

まちである。 
−まちの中で、⾃発的なボランティアの機会が多く⽤意され、ボランティアを希望する⼈が

アクセスしやすい環境が整っている。 
−認知症の⼈、家族、⾼齢者をサポートする担い⼿にとって、出産・⼦育てがしやすい働き

⽅が⽤意されている。 
２．認知症サポーターを中⼼とした認知症の⼈と家族への⽇常的サポート 
−認知症サポーターが継続的に創出される。 
−認知症サポーターの活躍の場が多く⽤意されている。 
−ステップアップ講座を受講した認知症サポーターが増加し、⽀援チーム「チームオレンジ」

が構築され、メンバー増員により⽀援の輪が広がっている。 
３．住⺠全体が楽しみながら主体的に参加してまちをつくりあげる 
−住⺠が“主体的”に参加するために、参加したくなる、楽しさや興味をひく仕掛けづくりが

恒常的にある。 
−作り⼿から使い⼿まで 市⺠のニーズに応じた産官学⺠協働のオープンイノベーションが

実践されている。 
（中部 貴央） 
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参考⽂献 
1. 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所. ⽇本の将来推計⼈⼝（平成 29 年推計） 

https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_ReportALL.pdf 
2. 厚⽣労働省.⾼年齢者雇⽤対策の概要 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137096.html 
3. 全国キャラバン・メイト協議会.https://www.caravanmate.com/  
4. 平成 29 年度 若年性認知症を含む認知症の⼈の能⼒を効果的に活かす⽅法等に関する調査研究事業.認知症

の⼈が「はたらく」のススメ〜認知症とともに⽣きる⼈の社会参画と活躍〜（国際⼤学グローバル・コミュ
ニケーション・センター、⼀般社団法⼈認知症フレンドリージャパン・イニシアチブ、⼀般社団法⼈⼈とま
ちづくり研究所）https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000334587.pdf 

5. 元橋⼀之.「オープンイノベーション 3.0 に中⼩企業はどう向き合うべきか」⽇本政策⾦融公庫調査⽉報
2019(131)4-15. 
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第４章 世代間交流で社会参加を充実させよう 
 
Ａ．テーマに関する背景・動向 

近年、「社会的健康」の概念が注⽬されている。Huber（2011）は、健康の 3 つの領域と
して、⾝体、精神、社会を挙げ、個⼈の能⼒の発揮、義務の遂⾏、ある程度の⾃⽴性、仕事
を含む社会活動への参加を社会的な健康状態と定義した。そのため、認知症の⼈も様々な社
会活動への参加に⽀障のない社会が望ましい。社会参加は様々な健康アウトカムとの関連が
知られており、社会参加の少ないグループは、認知症発症のリスクが 1.4 倍⾼く、社会的な
接触が少ないグループも認知症発症のリスクが 1.6 倍⾼いと報告されている（Kuiper 2015）。
また、社会的孤⽴は、喫煙、うつ病、運動不⾜、糖尿病と共に⾼年期の予防可能な認知症の
リスク因⼦の⼀つとして挙げられている。本報告では、社会的の孤⽴は、認知症のリスクを
1.6 倍にすると推定している（Livingston 2017）。 

核家族化が進んでいる現代社会において、⾼齢者同⼠での活動だけではなく、若い世代も
参加する世代間交流プログラムが注⽬されている。世代間交流プログラムに参加した若い世
代に、⾼齢者、認知症についての認識の変化、コミュニケーション能⼒の向上、共感能⼒の
向上など、ポジティブな効果があったことが報告されている（Houghton 2022）。 

近年、情報通信技術（ICT）の発達により、⾼齢者向けの ICT の活⽤についても研究、開
発が多く⾏われており、その技術の認知症の⼈への応⽤も始まっている。ICT の活⽤が認知
症の⼈のみではなく、その家族や介護者にも役に⽴つことが報告されている。認知症、認知
機能低下の⼈のために使われている ICT は、ロボット・テクノロジーとマルチメディア・
コンピューター・プログラムの 2 つの形態が多く、「パロ」などのペット型ロボットの活⽤
は、特に重症の認知症の⼈に効果があると報告されている（Neal 2020）。最近、テレプレゼ
ンスロボットを認知症の⼈と介護者、家族とのコミュニケーションの補助、投薬の⽀援など
のために使⽤が始まっており、認知症の⼈の社会とのつながりの増加、孤⽴感の減少と共に、
認知症・認知機能低下の⼈、介護者、医療者の 3 つのステークホルダーに全てにおける負担
の減少に役に⽴つことが⽰された（Shin 2022）。 
 
Ｂ．テーマに関する課題 

「⾼齢者」における社会参加についての研究、事例と⽐べ、「認知症」の⼈の社会参加に
ついて注⽬した研究、事例はまだ⼗分ではない。また、認知症の⼈の社会参加による効果に
ついての評価には、認知症の⼈本⼈のみではなく、その社会活動に参加する⼈々への効果も
適切に評価する必要がある。特に、世代間交流プログラムにおいて、プログラムに参加する
若い世代にも有意味な時間になるような活動の開発も、今後の課題と挙げられる。 
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今後、認知症、認知機能低下の⼈のために ICT の活⽤が増えることが予想されるが、そ
れに伴う費⽤から公平性の問題が⽣じる。また、認知症にやさしいまちづくりも、活⽤可能
な資源の地域差が⽣じる可能性があり、持続可能性が重要な課題として挙げられ、認知症⼤
綱の基本的な考え⽅である「共⽣」、即ち、ともに⽣きることができる社会を作っていく必
要がある。 

 
Ｃ．望まれること/事例/写真ほか 
望まれる姿：認知症の⼈が住み慣れた地域で、物理的・経済的にアクセスしやすい様々な社
会参加の機会が存在する。ICT を適切に活⽤し、参加を⽀援する社会システムも整備されて
おり、認知症があってもなくても、⼦どもから⾼齢者まで、年齢を超えて社会の誰もが楽し
める世代間交流が活発に⾏われている。 

世代間交流プログラム事例：⼀般社団法⼈かまくら認知症ネットワークの「かまくら散歩」
は、認知症の本⼈、家族、専⾨職、市⺠、中⾼⽣が交流しながら散策を楽しむ活動で、⽉ 1
回⾏われている。また、認知症の⼈の社会参加を促進するため、認知症の⼈と専⾨職、市⺠、
中⾼⽣が協⼒して鎌倉の町をきれいにする清掃ボランィア活動である「かまくら磨き」も実
施している。 

 

図. かまくら散歩（写真はイメージ）（出典：https://www.photo-ac.com/） 
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Ｄ．今後の展望 キーポイント 
 認知症の⼈の社会参加、特に世代間交流プログラムは、「⽀える」、「⽀えられる」側の区

別のない、参加者全員において意義のあるプログラムとして拡充する必要がある。 
 ICT の活⽤において、認知症の⼈の社会参加の増加、家族、周りの⼈の負担の減少の可

能性があり、活⽤を拡⼤が期待される。 
 認知症の⼈の社会参加機会には格差の問題が⽣じる可能性があり、公平性の考慮が課題

として挙げられる。 
（愼 重⻁） 

参考⽂献 
1. Houghton C, et al. Dementia (London). 2022 Oct;21(7):2144-2171. 
2. Huber M, et al. BMJ. 2011 Jul 26;343:d4163. 
3. Kuiper JS, et al. Ageing Res Rev. 2015 Jul;22:39-57. 
4. Livingston G, et al. Lancet. 2017 Dec 16;390(10113):2673-2734. 
5. Neal I, et al. Int Psychogeriatr. 2020 Aug;32(8):913-935. 
6. Shin MH, et al. JMIR Aging. 2022 May 3;5(2):e32322. 
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第５章 教育とマスメディアを活⽤しよう 
 
A.テーマに関する背景・動向 
 
学校教育 
 学校教育を受けるすべての学⽣が、認知症の症状や対応⽅法、予防に関する理解を深め、
認知症の⼈への差別や偏⾒を防ぐことが⼤切である。 
 
⽣涯教育 
 ⼈⽣ 100 年時代を迎え、リカレント教育に関⼼が集まっている。誰でも学べる環境を構築
することで、まちに新しい知識が持ち込まれ、まちの活性化につながることが期待される。 
 
マスメディア 
 マスメディアは多数の⼈々に情報を伝達する媒体であり、同時にイメージ形成に影響を及
ぼすものである。 
 
B.テーマに関する課題 
 
学校教育 
 認知症に関する知識を学習するだけでなく、⾼齢者との交流を通じて差別や偏⾒をなくさ
なければならない。学習指導要領において、⾼齢者との交流が求められており、多くの学校
で実施されている。しかしながら、単なる交流でよいのかについて議論がある。交流による
効果検証やより効果的な交流のあり⽅を模索することが必要である。 
 
⽣涯教育 
 教育へのアクセスをするうえで時間的制約、⾦銭的制約、物理的制約がある。加えて、地
域資源を活⽤した学習機会の提供も求められる。認知症と共⽣する街を作るために、地域を
深く知り、地域資源を活⽤し、地域を盛り上げることが重要である。 
 
マスメディア 
 マスメディアの役割は、⽣活に必要な情報をすべての⼈に伝えることである。そのために
は、わかりやすく伝える⼯夫が求められる。さらに、マスメディアは社会におけるイメージ
形成にも⼤きな影響⼒をもつ。  
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C.望まれること/事例/写真ほか 
 
学校教育 
 近年、学校機能・施設の地域への開放と複合化が進められている。たとえば、富⼭型デイ
サービスでは、年齢や障害の有無などにかかわらず、誰もが住み慣れた地域でサービスを受
けられる場所として全国的に有名である。 

⾼齢者施設と保育園が併設された幼⽼複合施設も拡⼤している。⼩学校の空き教室を利⽤
してデイサービスや地域包括⽀援センターを設置し、⾼齢者を運動会に招待する、将棋クラ
ブの児童がセンターにいって対局するなど、交流を深めている⼩学校もある。 

 多くの学校で⾼齢者との交流機会を⽤意しているが、学⽣は⾼齢者との交流を希望して
いるのかについてはさまざまな意⾒が指摘されている。単なる交流ではなく、⾼齢者への関
⼼を⾼める⼯夫（たとえば役割演技など）を導⼊することも重要である。 
 
⽣涯教育 
 ⼤規模公開オンライン講座（MOOC）が活⽤できる。⼤学等をはじめとした教育機関が
無料で教育コンテンツを公開しており、誰でもいつでもどこでも学習が可能である。しかし
ながら、現状では MOOC の認知度は極めて低いため、認知度を⾼める⼯夫が求められる。 
 地域内に学習機会を設ける取り組みも進んでいる。京都府与謝野町では「よさのみらい⼤
学」を⽴ち上げた。よさのみらい⼤学は、「与謝野町をキャンパスに「新しいモノやコトの
発⾒」「出会いと交流」を通じて、「⾃分・地域・まち」の未来を描き、主体的に⾏動する⼈
財の育成を⽬的とした学び舎（よさのみらい⼤学 HP）」である。 
 
マスメディア 
 マスメディアは、⽣活に必要な情報をすべての⼈に伝える役割を持つ。最近、メディア・
ユニバーサル・デザインに注⽬が集まっている。アクセシビリティ、ユーザビリティ、リテ
ラシー、デザイン、サステナビリティの 5 つのポイントから要点を整理している。マスメデ
ィアの役割は、情報を伝えることだけでなく、イメージ形成にも影響を与えている。認知症
に対する適切な理解と交流を促すイメージ形成が求められる。 
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D.今後の展望 キーポイント 
 学校教育を受けるすべての学⽣が、認知症の症状や対応⽅法、予防に関する理解を深め、

認知症の⼈への差別や偏⾒を防ぎ、共⽣する社会を⽬指すことが求められる。 
 ⼤規模公開オンライン講座（MOOC）は国内外で整備されており、学びたい⼈はいつで

も学べる環境が整っている。こうした学習を通じて、まちの活性化につながる可能性が
ある。加えて、世代を超えた学び合いの環境を整備することが⼤切である。 

 マスメディアでは、⽣活に必要なすべての情報が、認知症の⼈および家族に適切な形で
届けられるように、メディア・ユニバーサル・デザイン等を参考に、伝え⽅を⾒直す必
要がある。また、マスメディアは市⺠のイメージ形成に⼤きな影響を与える。認知症の
⼈に対する社会的イメージをどのように形成すべきか吟味し、すべての⼈が共⽣しやす
い社会を作り上げていくことが望まれる。 

（原 広司） 
参考⽂献 
1. NPO 法⼈メディア・ユニバーサル・デザイン協会ホームページ (https://www.media-ud.org/) 
2. 公益財団法⼈⻑寿科学振興財団健康⻑寿ネット「全国へ広がる富⼭型デイサービス」

(https://www.tyojyu.or.jp/net/topics/tokushu/kyoseigatasabisu/toyamatype-day-service.html) 
3. 厚⽣労働省「認知症施策推進総合戦略 新オレンジプラン」 
4. 寒川町ホームページ「学校施設と他の公共施設等との複合化に関する各種調査結果」

(http://www.town.samukawa.kanagawa.jp/material/files/group/38/gaibu_03_06.pdf) 
5. 内閣官房「⼈⽣ 100 年時代構想会議」（2017 年 9 ⽉ 11 ⽇）でのリンダ・グラットン教授の資料 
6. よさのみらい⼤学ホームページ (http://yosano-univ.jp/)  
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医療･介護･福祉･年金：社会保障制度を活用しよう 
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第Ⅱ部 第１章 
認知症になる前に：成年後⾒制度を再考する 

 
Ａ．認知症⾼齢単⾝世帯の増加 

⽇本の少⼦⾼齢化は進⾏し、認知症患者も増加傾向にある。65 歳以上の男⼥それぞれの
⼈⼝に占める⼀⼈暮らしの者の割合は、昭和 55 年以降、増加傾向にある１。 

 
Ｂ．認知症⾼齢者の財産管理⽀援 

認知症等により判断⼒や⾦銭管理能⼒が低下したときに、相談できる者や⽀えてくれる者
がいない⼈は、今後増加していくことが予想される。 

判断⼒や⾦銭管理能⼒が低下したときに利⽤できる制度としては、⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業
と成年後⾒制度がある。 
 ⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業は、都道府県・指定都市社会福祉協議会が主体となって実施してい
るもので、⽇常的な⾦銭管理や、定期的な訪問による⽣活変化の察知などの援助を受けるこ
とができる。契約に基づいて利⽤するものであるため、⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業を利⽤する契
約の内容について判断できる能⼒があることが必要になる 2。 

成年後⾒制度には、任意後⾒制度と法定後⾒制度があり、さらに、法定後⾒制度は、制度
を利⽤する本⼈の状態によって後⾒、保佐、補助の３類型に分かれている 3。 

任意後⾒制度は、利⽤する本⼈が、代わりにしてもらいたいことや、誰に後⾒⼈になって
もらうか、後⾒⼈への報酬をいくらにするかなどを契約で決めておく制度である。契約をし
た後、本⼈の判断能⼒が低下した場合に、家庭裁判所で任意後⾒監督⼈が選任される。任意
後⾒監督⼈が選任されて初めて、任意後⾒⼈が契約で定められた特定の法律⾏為を、本⼈に
代わって⾏うことができるようになる。 

法定後⾒制度は、本⼈の判断能⼒が低下し、各類型に該当する場合になってから申⽴が⾏
われる点や、誰が後⾒⼈等になるかを、制度を利⽤する本⼈ではなく裁判所が決める点で、
任意後⾒制度と異なる。法定後⾒制度は、類型ごとに、選任される者が本⼈のために⾏うこ
とができる業務の範囲が異なる（表１）。 

  

49



20 

 

 
◆表１ 法定後⾒制度の３種類 

 
※1 成年後⾒⼈等が取り消すことができる⾏為には、⽇常⽣活に関する⾏為（⽇⽤品の購⼊
など）は含まれない 
※2 ⺠法 13 条 1 項記載の⾏為（借⾦、相続の承認や放棄、訴訟⾏為、新築や増改築など）
の⼀部に限る 
※3 本⼈の居住⽤不動産の処分については、家庭裁判所の許可が必要となる 
※補助開始の審判、補助⼈に同意権・代理権を与える審判、保佐⼈に代理権を与える審判を
する場合には、本⼈の同意が必要である。 
（出典：「成年後⾒制度―利⽤をお考えのあなたへ―令和 3 年 10 ⽉最⾼裁判所」3 を加⼯し
て作成） 
 

成年後⾒⼈等だけでなく、医療従事者、介護職、親族、地域の⼈など、本⼈に関わる全て
の⼈は、本⼈が決めることを適切に⽀援する必要がある。 

意思決定⽀援とは、本⼈が、「⽀援を受けて意思決定をすること」である。意思決定能⼒
は、本⼈の個別能⼒だけでなく、⽀援者側の⽀援⼒によって変化する 4。意思決定⽀援につ
いては、様々な場⾯で参考とすべきガイドラインが公表されている 5 

 
Ｃ．“なる前の備え”とは 

認知症になる前に、次のような⾝近なことから、認知症と共に⽣きるための備えをしてお
くことが重要である。 
▼認知症に対する理解を深める 
▼家族で誰かが認知症になったときの対応について話し合う 
▼⾦銭管理が難しくなる前の対策 
・⾃分の財産状況、収⽀を把握し、将来の⽣活の⾒通しを⽴てる 
・⾃分の⾦銭管理能⼒が低下したときに、誰にどう動いてもらうかを考えておく 
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・⼝座凍結に備える（予約型代理⼈サービス、家族信託、認知症対応型信託等） 
▼⾝近な⼈を増やす、地域活動に関わる 
▼相談先、交流の場を知っておく 
少⼦⾼齢化が進⾏していく中で、認知症と共に⽣きる社会では、認知症に対する理解、普段
からの相互の意思尊重、地域での⽀え合いが必要である。 
地域住⺠を含めた社会全体で判断能⼒が不⼗分な⽅の意思を尊重し、権利を擁護する地域共
⽣の実現には、⼀⼈⼀⼈の⼩さな気づきや取り組みの積み重ねが不可⽋である。 
 
Ⅾ.キーポイント 
 ⾼齢化に伴い、認知症は誰もがなり得る⾝近なものとなっている。認知症になると、お

⾦の管理や契約が難しくなることがある。認知症になった後に慌てないために、なる前
に備える必要がある。 

 認知症に対する理解を深め、認知症になる前に契約できるサービスや、認知症になった
ときにどのような制度や事業が使えるのか、相談先はどこかについて知っておくことが
重要である。 

 後⾒制度などの認知機能が低下した⼈を⽀える制度やサービスは本⼈の意思を実現す
るために運⽤される必要がある。誰もが⾝近な⼈の意思決定を適切に⽀援し、地域共⽣
社会を実現していくことが不可⽋である。 

（⻄下 陽⼦・⼭⽥ ⽂） 
参考⽂献 

1. 内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2022/zenbun/pdf/1s1s_03.pdf 
2. 厚⽣労働省ホームページ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/chiiki-fukusi-
yougo/index.html 

3. 裁判所パンフレット「成年後⾒制度―利⽤をお考えのあなたへー令和 4 年 10 ⽉最⾼裁判所」 
4. 成年後⾒早わかり 後⾒⼈等を対象とした意思決定⽀援研修

https://guardianship.mhlw.go.jp/common/uploads/2021/02/kenshu_kyozai_p01.pdf  
5. 成年後⾒早わかり ガイドライン⽐較表

https://guardianship.mhlw.go.jp/common/uploads/2021/02/guardian04.pdf 
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第２章 年⾦リテラシーを育むには 
 
A.テーマに関する背景・動向 
 ⼈⽣ 100 年時代の⽇本においては、健康⻑寿社会を構築するうえで、⽼後の経済不安の解
消、安⼼できる家計管理、⾼齢就労収⼊の確保などが重要である。近藤[2017]をはじめ、こ
れまでの多くの先⾏研究から、収⼊・資産・就労等の要因は健康格差と関連が深いことが⽰
されているからである。 

厚⽣労働省「第 23 回⽣命表」から、2020 年における平均寿命は、男性は 81.56 歳、⼥性
は 87.71 歳である。また、厚⽣労働省[2021]「健康寿命の令和元年値について」(第 16 回健
康⽇本 21(第⼆次)推進専⾨委員会資料 3-1(令和 3 年 12 ⽉ 20 ⽇))より、2019 年における⽇
本の健康寿命は、男性は 72.68 歳、⼥性は 75.38 歳である。平均寿命と健康寿命の差、健康
寿命を維持することが難しい期間が、男性は約 9 年、⼥性は約 12 年に及ぶなかで、定年退
職制度や雇⽤情勢による影響もあり、⽼後に⼗分な給料収⼊を得ることは容易ではない。ま
た、少⼦⾼齢社会のもとで、年⾦制度の運営も財政⾯で難しくなってきており、年⾦不安や
⽼後不安が⾼まってきている。 
 
B.テーマに関する課題 

厚⽣労働省「国⺠⽣活基礎調査の概況(2021 年調査)」を参考にすると、平均で、⾼齢者世
帯の⽼後収⼊源は、公的年⾦が 6 割以上を⽀えている。就労による収⼊は、約 2 割にとどま
る。⽼後収⼊源の 6 割以上を公的年⾦が⽀えていること、⾼齢就労収⼊には健康寿命の不確
実性や雇⽤情勢などの影響もあることを踏まえると、⽼後経済不安の解消には、公的年⾦制
度の仕組みを⼗分に理解し、低年⾦を予防することが重要である。公的年⾦には、年⾦種別
による年⾦格差、受給開始年齢による年⾦⽉額の違い、年⾦未納による無年⾦リスクなどが
ある。年⾦リテラシーを⾼めることで、低年⾦の予防が重要である。しかし、年⾦制度は複
雑で理解することが難しいこと、学校教育現場で年⾦制度を体系的に学習する機会は⾮常に
少ないことから、年⾦リテラシー不⾜になりやすく、年⾦リテラシー向上が課題である。 
 
C.望まれること/事例/写真ほか 

望まれることについては、2 点ある。第 1 は、年⾦リテラシーの向上である。低年⾦を予
防するため、学校教育現場において、体系的な年⾦教育を整備することである。隣接領域で
ある⾦融については、学校教育で⾦融教育の整備が進んでいる。年⾦教育についても、学校
教育現場での年⾦教育の整備が重要である。指導する先⽣がこれまで年⾦を理解する機会も
少ないと考えられるため、年⾦教育スキルを磨く仕組みの開発もあわせて重要と考えられる。 

第 2 は、地⽅⾃治体が介護保険事業等と連携して、年⾦管理のサポートを促進することを
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検討することである。今後、さらに⻑寿化が進むと、認知症が増加し、年⾦管理が難しいケ
ースも増加することが考えられる。地⽅⾃治体は、介護保険事業等で⾼齢者とかかわる機会
が多いことなどから、年⾦管理が難しいケースを把握しやすいため、年⾦管理のサポートの
⼀部を担うことも重要であることが考えられる。 
 
D.今後の展望 キーポイント 
●⼈⽣ 100 年の⻑寿社会では、健康⻑寿で豊かに暮らすうえで、安定した⽼後収⼊源の確保
が重要である。収⼊や資産などの社会経済的要因は、健康⻑寿に影響しやすいことが、健康
格差に関する先⾏研究から広く知られている。⼈⽣ 100 年時代において、何歳まで働き、何
歳から年⾦を受け取るのか、⽼後を経済⾯で安⼼して暮らすにはどのように年⾦や⾼齢就労
と向き合うのがよいかという問題は、ますます重要になってきている。 
●平均寿命と健康寿命の差は、男性は約 9 年、⼥性は約 12 年である。⽼後収⼊源の 6 割以
上は公的年⾦であること、⾼齢就労による収⼊は約 2 割にとどまること、定年退職後は給料
収⼊は⼤きく減少することが多いこと、何歳まで⾼齢就労収⼊を確保できるかは不確実性が
⼤きいことなどから、⽼後の経済不安を解消するには、低年⾦の予防が重要である。 
●国際的には、⽇本の 70 代の⾼齢就業率は⾼く、⾼齢就労は進んでいる側⾯がある。だが、
それでもなお、平均寿命と健康寿命の差、定年退職制度、雇⽤情勢などから、⽼後は低収⼊
リスクが⼤きいため、できるだけ⼗分な⾦額の年⾦の確保が重要である。しかし、公的年⾦
制度には、年⾦格差や低年⾦リスクが存在している。 
●⽼後により多くの公的年⾦を受給するには、年⾦リテラシー向上、年⾦教育の整備が重要
である。年⾦リテラシー不⾜から、低年⾦になることがないように、低年⾦の予防が重要で
ある。 
●⾼齢期の年⾦管理においては、地⽅⾃治体の役割も重要である。年⾦にかかわる様々な⼿
続きは、基本的に、年⾦受給者本⼈が⾏う必要がある。また、公的年⾦は⽼後の収⼊源の 6
割以上を占めることから、年⾦の受け取り、年⾦の管理も、家計の⾦銭管理において重要で
ある。⻑寿社会では、認知症が増加し、年⾦の管理は難しいケースも増えてくることが予想
される。地⽅⾃治体は、介護保険事業等において⾼齢者とかかわる機会が多いことなどから、
介護保険事業と連動した年⾦管理のサポートも、地⽅⾃治体の今後の役割として重要である
ことが考えられる。 

（佐々⽊ ⼀郎） 
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参考⽂献 
1. 厚⽣労働省[2021]「国⺠⽣活基礎調査の概況(2021 年調査)」 
2. 厚⽣労働省[2021]「健康寿命の令和元年値について」(第 16 回健康⽇本 21(第⼆次)推進専⾨委員会資料 3-

1(令和 3 年 12 ⽉ 20 ⽇)) 
3. 厚⽣労働省[2020]第 23 回⽣命表(完全⽣命表)の概況 
4. 近藤克則[2017]『健康格差社会への処⽅箋』,医学書院 
5. ⽇本銀⾏[2022]「資⾦循環の⽇⽶欧⽐較」(⽇本銀⾏調査統計局(2022 年 8 ⽉ 31 ⽇)) 
6. 内閣府[2021]「国⺠⽣活に関する世論調査(2021 年 9 ⽉調査)」 
7. 労働政策研究・研修機構[2022]「データブック国際労働⽐較 2022」 
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第３章 医療で解決できることは何か 
 
A.テーマに関する背景・動向 

「認知症」は、様々な原因により起こりえる認
知異能が低下した症候群である。最も多くを占
めるものがアルツハイマー型認知症であるが、
治療・予防についても解明は難航している。⾎管
性認知症は脳⾎管障害が原因となる認知症であ
り、脳梗塞をその本質とすることが多い。変性し
た脳組織の修復は困難なことが多いが、再発・進
⾏を予防する三次予防、発症を減らす⼀次予防
が期待される。 
 その他、例えば栄養素の⽋乏や代謝異常に起因するものなどは原因を特定することにより、
治癒や軽快が期待できるものもある。髄膜炎、外傷によるものなどは、罹患・受傷の予防と
しての⼀次予防が重要である。感染症などによるものでは進⾏を⾷い⽌める⼆次予防が重要
となる。これらいずれも早期に原因の特定を⾏い、退所されることにより、発症の減少やよ
りよい経過が期待される。 
 認知症においても、医療にかかりやすい環境を整えることは、診断、⼆次予防・三次予防
の点で重要である。必ずしも本⼈の⾃発的な受診を発端としないことがあるため、本⼈の周
囲からも、かかりつけ医、看護師あるいは社会福祉・医療関係者へコンタクトを取りやすい
環境や、社会福祉関係者や医療関係者のセンシティビティーが⾼い環境などが望まれる。特
に医療者については、⾃⾝での診断や治療技術の向上に加え、専⾨家との円滑な連携やアク
セスが可能な体制が期待される。さらに医療施設内や医療施設間での連携の強化のみならず、
講習会、認知症カフェなど、地域の底上げとしての医療の役割も期待される。 
 
B.テーマに関する課題 
 認知症の予防の取り組みには、科学的、社会的に注意が必要である。認知症のうち⽣活習
慣の改善等を含む予防可能性は限定的であり、認知症の発症が予防の失敗という誤解を招か
ないような配慮が必要である。 
 医療としての「診断」へ⾄るまでには、まず受診という障壁がある。最近では、⻑⾕川式
簡易知能評価スケールを気軽に測定できるアプリや AI により認知機能の状態を測定できる
サービスなど、気軽に利⽤できるツールが受診への橋渡しが期待されるとも考えられる。 

  

https://www.ncgg.go.jp/hospital/kenshu/kenshu/documents/2018-6-tishiki.pdf 
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 認知症に対する施策はさまざまに展開されている。認知症疾患医療センターは全国各地に
センターが稼働している。しかしセンターの地域差、あるいはた各センターの役割や、とく
に⼈材育成など、事業の⽅向性に関わる疑問・課題が指摘されている。認知症初期集中⽀援
チームは地域包括⽀援センターに多く設置され運⽤されてきている。しかし⽀援チームのサ
ポートが「初期」ではなく「困難事例」に偏るなど、その役割への疑問や、チーム、センタ
ー、それぞれの⽬指すべき⽬標が⾒えにくくなっているなどの指摘がされている。地域での
実情は地域ごとに様々であり、今現在必要とされているものも異なっていると考えられる。
認知症の多くが、治癒困難であることからも、その医療としての役割が不明確になりやすい
ことも⼀因としてあるが、各施策・組織の役割の明確化・分化とは逆に、地域に応じた課題
解決へ向けた柔軟な協⼒を⾏えるツールとしての活⽤ができれば、実社会における困難への
サポートがより充実されると考えられる。 
 

 
C.望まれること/事例/写真ほか 
 認知症に対する施策や組織が、様々に展開されている。トップダウンで開始されたもので
あっても、ボトムアップによる発展が期待される。地域の中では、医療・福祉に携わる⼈々
が、認知症へのアンテナを充実させ、地域の中での解決へ、施策・組織の柔軟な活⽤してい
くことやそのサポートが期待される。 
  

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000519620.pdf 
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Ⅾ.今後の展望 キーポイント 
 「認知症」は、様々な原因により起こりえる認知異能が低下した症候群である。いくつ

もの傷病やそれらの結果を包含したものであり、発症、実態、治療、予防可能性もそれ
ぞれ全く異なることの理解が重要である。 

 認知症のうち⼤半を占めるアルツハイマー型は、その根本の病態は依然不明であり、治
療・予防についても解明は難航している。 

 発症した認知症について予防の失敗や⽣活習慣が原因であるという誤解を避けるため
の、施策の提⽰推進には注意が必要である。 

 認知症の受診へつなげるための、アプリやツールを活⽤し、気軽に相談できる環境の整
備が期待される。 

 認知症対策として様々な事業・組織が存在する。これらそれぞれがより効果的な役割を
整備していく⼀⽅で、地域の課題に即した柔軟な相互の連携が構築されることおよびそ
の連携への理解とサポートが期待される。 

（國澤 進） 
参考⽂献 
1. ⽇本神経学会, 認知症疾患診療ガイドライン 
2. 厚⽣労働省, 認知症の⼈、⾼齢者等にやさしい地域づくりの⼿引き  〜指標の利活⽤とともに〜 
3. 地⽅独⽴⾏政法⼈東京都健康⻑寿医療センター, 認知症疾患医療センターの事業評価および質の管理に関

する調査研究事業 報告書 2020 
4. 総務省, 認知症⾼齢者等への地域⽀援に関する実態調査−早期対応を中⼼として− 
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第４章 認知症施策をどのように⽣かすか 
 
A.テーマに関する背景・動向 

誰もが認知症になっても住み慣れた地域で安⼼して⽣活を継続するためには、医療、介護
及び地域が有機的に連携したネットワークを形成し、効果的な⽀援を⾏うことが重要である。 
 認知症への国レベルの主要な取り組みとしては、認知症施策推進 5 カ年計画(通称オレン
ジプラン)、新オレンジプラン、認知症施策推進⼤綱がある。オレンジプランは、それまで
の「認知症の⼈は、精神科病院や施設を利⽤せざるを得ない」という考え⽅を改め、｢認知
症になっても本⼈の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続ける
ことができる社会」を⽬指すとし、その⽅針は受け継がれている。現在進⾏中の認知症施策
推進⼤綱では、認知症はだれもがなりうるものであるとして、「認知症の発症を遅らせ、認
知症になっても希望を持って⽇常⽣活を過ごせる社会を⽬指し認知症の⼈や家族の視点を
重視しながら｢共⽣｣と｢予防｣ を⾞の両輪として施策を推進すること」を基本的考え⽅とし
ている。 
 ⾃治体、地域レベルの取組には、認知症ケアパスの作成、認知症初期集中⽀援チームの設
置・活動、認知症サポーター等がある。 

2021 年の介護報酬改定では、地域包括ケアシステムの推進の 1 つとして認知症への対応
⼒向上に向けた取り組みの推進が挙げられた。主な変更点として、訪問介護に認知症専⾨ケ
ア加算が新設された。また、在宅の認知症⾼齢者の宿泊ニーズに対応し(認知症⾏動・⼼理
症状緊急対応加算が新設)、さらに介護サービス事業者へ医療・福祉関係の資格を有さずか
つ介護に直接携わる職員に対し認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じ
ることが義務づけられた。他にも医療と介護の連携の推進、地域の特性に応じた認知症グル
ープホームの確保、等がある。 
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B.テーマに関する課題 
介護を要する者の増加、世帯⼈数の減少等により⾃宅における介護の担い⼿の負担が増

している。認知症の介護は、認知症がある場合に要介護度が上がることもあり、重荷になり
かねない。介護形態によるフォーマルケアとインフォーマルケアの時間をコストに換算し、
⽐較した研究によれば、インフォーマルケアは⾃宅での介護で最⼤であった。この負担を軽
減するために、フォーマルケア(2021 年改定で訪問介護にも認知症専⾨ケア加算が新設され
た)と地域の諸組織の連携による対策が急務である。 

介護予防は市町村が中⼼となって健康課題にも対応できるような通いの場や、通いの場を
活⽤した健康相談や受診勧奨の取組の促進等、保健事業と介護予防との⼀体的な取組を⾏う。 
⼀部の市町村では取組の効果が現れてきているが、取組が困難な市町村もあるため、厚⽣労
働省は 2022 年に「介護予防の取組強化・推進のための市町村マニュアル及び資料集」を公
開し、どのようなプロセスを辿ると改善の⽅向に向かうのかを、改めて具体的に⽰した。 
 
C.望まれること/事例/写真ほか 
認知症対策事業や介護予防事業の実例については、厚⽣労働省のウェブサイトに多く紹介

されている。 
 

◆認知症施策関連ガイドライン(⼿引き等)、取組事例 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000167700_00002.html 

収録されているガイドライン、取り組み事例等は以下の通り。 
認知症サポーター/認知症初期集中⽀援チーム/認知症カフェ/地域の⾒守り体制整備
/ご本⼈・家族の視点からの取組〜本⼈の声を活かしたガイドブック、本⼈ミーティ
ング、本⼈座談会〜/認知症の⼈の⽇常⽣活/社会⽣活における意思決定⽀援ガイドラ
イン/認知症の⼈の介護者への⽀援/認知症の⼈の社会参加の⽀援/認知症疾患医療セ
ンター/若年性認知症/グループホーム/通所型サービス/認知症地域⽀援推進員/認知
症予防/認知症の⼈等にやさしい地域づくり/認知症伴⾛型⽀援事業（伴⾛型⽀援拠点
の整備）/認知症の⼈と家族の⼀体的⽀援/ヘルプカード 
 

◆介護予防 
介護予防活動普及展開事業（平成 28 年度〜） 
介護予防の取組強化・推進のための市町村マニュアル 事例集、事例動画 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/yo
bou/index.html  
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D.今後の展望 キーポイント 
 誰もが認知症になっても住み慣れた地域で安⼼して⽣活を継続するために、医療、介護

及び地域のネットワークを形成し、効果的な⽀援を⾏うことが重要である。 
 認知症への国レベルの主な取り組みとしては、策定順に認知症施策推進 5 カ年計画(通

称オレンジプラン)、新オレンジプラン、認知症施策推進⼤綱がある。 
 認知症への市町村、地域レベルの主な取り組みとしては、認知症ケアパスの作成、認知

症初期集中⽀援チームの設置・活動、認知症サポーター等がある。 
 2021 年の介護報酬改定では、地域包括ケアシステムの推進の 1 つとして認知症への対

応⼒向上に向けた取り組みの推進が挙げられた。 
（後藤 悦） 

参考⽂献 
1. 厚⽣労働省 認知症政策推進 5 か年計画(オレンジプラン) 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002j8dh-att/2r9852000002j8ey.pdf 
2. 厚⽣労働省 認知症⾼齢者等にやさしい地域づくりに係る関係省庁連絡会議資料  

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12301000-Roukenkyoku-Soumuka/0000031337.pdf 
3. 内閣官房 認知症施策推進総合戦略〜認知症⾼齢者等にやさしい地域づくりに向けて(新オレンジプラン) 
概要 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ninchisho_taisaku/dai1/siryou1.pdf 
4. ⾸相官邸 認知症施策推進関係閣僚会議 認知症施策推進⼤綱  

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ninchisho_kaigi/index.html 
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第５章 地域共⽣社会を実現できる 
地域包括ケアシステムへ 

A,テーマに関する背景・動向 
 認知症を発症しても、またいろいろな事情で社会で⽣きづらくなっても、⽣きようと思え
る社会とはどのような社会だろうか。認知症施策推進⼤綱（2019）で「共⽣」は、「認知症
の⼈が尊厳と希望を持って認知症とともに⽣きる、また認知症があってもなくても同じ社会
でともに⽣きる」こと と定義される 1。また改正社会福祉法（2018）では、認知症・⾼齢者
に限らず、⽀援を必要とする住⺠（世帯）が抱える多様で複合的な地域⽣活課題の解決を⽬
指し、障害者、⽣活困窮者なども含む全世代・全対象型地域包括⽀援体制による「地域共⽣
社会」を⽬指している 2。 

地域包括ケアシステムは、⾼齢者を対象に、重度の介護状態となっても住み慣れた地域で
⾃分らしい暮らしを⼈⽣の最後まで続けることができる住まい・医療・介護・予防・⽣活⽀
援が⼀体的に提供されるシステムを⽬指すものだが、今後はその対象を全世代へと拡⼤し、
地域共⽣社会を実現する基盤となることが期待される。近年は平均的な⾼齢者像で語れない
多様性と経済格差/健康格差/地域格差の時代に突⼊しており、⼀⽅的なサービス提供や、⽀
えられる側と⽀える側という関係性を越えた参加・協働のプロセスをとる地域デザインが求
められている 3。 

 
B.テーマに関する課題 

  認知症／⾼齢者のみならず精神疾患や経済的な困窮を含む、あらゆる困難を抱える社会
的弱者を包摂して「共⽣」できる「全世代型社会保障」（2020 年改正介護保険制度）を⽬指
すにあたり、現⾏の社会保障制度で置き去りにされやすい⼈や世帯の具体的な特徴・ニーズ
は、まだ不明な点が多い。「医療における⾼齢者の経済的な保護」に関する調査研究（2021
年 WHO 神⼾センター（WKC）委託事業：筆者ら実施）4 では、２つの課題：①複合課題を
もつ個⼈および世帯への⽀援の重要性、②各種⽀援制度の利⽤しにくさが明らかとなった。
本調査は、関⻄ 6 府県の 1,121 病院および⾃治体、社会福祉協議会、地域包括⽀援センター
の３種計 1,351 機関に勤務する社会福祉担当者を対象に、医療費の⽀払いに困難を覚える
個⼈・世帯の実態につき調べたもので、詳細を⼀部下記に紹介する。 
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〇各種⽀援制度から取り残されやすい世帯や個⼈の特徴 
社会福祉担当者が相談を頻回に受ける世帯メンバーの背景は、「⾃⾝/同居配偶者が認知症」

を筆頭に、「社会的孤⽴」「⾃⾝・キーパーソンの理解⼒が乏しい」「家計や⾦銭管理状況が
不明」「同居の⼦どもが障害者・引きこもり」「セルフネグレクト」の順で、また利⽤者⾃⾝
の特徴は、「理解⼒が乏しい」「いろいろな⽀援に対して拒否的」「認知症がある」「精神障害
がある」「ニート/引きこもりである」の順に多く、どちらも⽀援者とコミュニケーションを
取りにくい事情を抱えていた。 

 
〇利⽤者の社会経済状態から⾒えてくる課題 

相談する⼈の社会経済状態は、「収⼊が⽣活保護レベルだが申請ができていない」「介護保
険料滞納」、続いて「国保料滞納による保険証取り上げ」「無⼾籍・無保険」など、医療を受
ける前の⽣活⾯で課題を認めた。各種制度から取り残されやすい⼈々は、社会的・精神的課
題と経済的な問題が絡み合い、経済⾯・社会⾯・精神⾯の困難が個⼈や帯に集中することも
多いことが⽰唆された。 

 
〇各種⽀援制度の利⽤しにくさ 

⾏政の相談⽀援窓⼝は、⾼齢者、障害者、地域、⼦どもなど細分化されて年々窓⼝が増加
している。同調査結果からも、現状の経済保護制度・政策は社会福祉専⾨職、利⽤者ともに
⼗分に活⽤されているとは⾔えなかった。サービス提供の細分化や、申請⼿続きの煩雑さ、
⻑時間を要すること等が課題だった。 

 
C.事例 
認知症のＡさんが⾏き場を失っていると連絡を受け、福祉職員Ｂ⽒が現場へ急⾏する。本⼈
をまず市で保護し、その断⽚的な記憶をもとに警察と連携して⾃宅を探し出す。同居家族
（娘・息⼦）、近所の⼈らの情報を総合すると、Ａさんは普段同居家族から経済的虐待を受
けているようだ。状況が深刻な場合は本⼈を⾃宅に返さずに保護して施設などを紹介し、世
帯分離へ繋げることがある。経済的虐待世帯では、家族（加害者）が本⼈（被害者）年⾦を
⽣活の資⾦としていることが多い。本⼈を保護しようとすると⾏政へ⾮難が向けられる。家
族に悪気がないことも多い。 

現場レベルでは課題⾃体を明確化することに時間を要したり、課題が複雑すぎて同定しき
れない、同定できても解決策が容易にみつからないことが多い。また複雑な課題に対応する
⽀援者側でも、個⼈レベルでは対処しきれないことも多い。適切な専⾨職や⽀援者のチーム
が、（⼀挙に解決ではなく）相応の時間をかけて、寄り添いながら徐々に状況の改善を⽬指
す「伴⾛型⽀援」と「課題解決型⽀援」の両輪が求められている 5。  
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D.今後の展望 キーポイント 
 認知症を本⼈と家族などの介護者に閉じた問題にしない。⾎縁関係による「⾃助」に依

存しすぎず、気づいた隣⼈（住⺠、⺠⽣委員、地域包括⽀援センター等の福祉職員、医
療関係者ほか）が地域の相談窓⼝へ繋ぐなど、少しずつ無理のない範囲で「互助」する
仕組みが求められる。相談窓⼝の⼀元化、ワンストップサービス(各種医療機関・専⾨家
に繋がる)が望ましい。 

 全世代において、認知症のみならずセルフネグレクトや社会的孤⽴など様々な課題をも
つ⼈・世帯をコミュニティとして放置しないことが地域共⽣社会への鍵となる。 

 コミュニティの誰かが、社会的弱者をとりまく⾦銭的管理・⽣活継続・医療へのアクセ
スの難しさ等、ケアを必要とする本⼈と家族両⽅のニーズに⽬配りできれば、世帯内虐
待等にも対策しやすくなるかもしれない。 

 認知症の⼈とその家族、また全世代における複合的な課題を持つ個⼈・世帯を効果的に
⽀援するためには、住居、⽣活、⾦銭管理、医療、介護など、⽣活のあらゆる側⾯へ対
応できるシステム、すなわち複合的な⽣活課題に対応できる制度オプションと、それを
実現できる多職種連携体制が望まれている。当事者と⽀援に係わる⼈々が共にエンパワ
ーされる関係づくり、居⼼地のよい居場所、互いに相談をしやすい地域での場づくりが
求められている。 

（佐々⽊ 典⼦） 
参考⽂献 
1. 認知症施策推進⼤綱.認知症施策推進関係閣僚会議.2019.6.18. 

https://www.mhlw.go.jp/content/000522832.pdf 
2. 地域包括ケア研究会 報告書-2040 年に向けた挑戦-. 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会
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第Ⅲ部 第１章 誰も取り残さないデジタル化を 
実現するには 

 
Ａ．テーマに関する背景・動向 

総務省の情報通信⽩書によると、⽇本の情報通信技術はこの 50 年間に⾼度化しサービス
も多様化している。携帯電話が普及しメールや SNS などのサービスも普及し、4K・8K での
映像やインターネット動画配信サービスをモバイル端末で視聴することも可能となり、テレ
ワーク、オンライン学習、オンライン診療等⾮接触・⾮対⾯での⽣活様式を可能とする ICT
の利活⽤が⼀層進展した。 

ICT 利活⽤の推進では、ICT 利活⽤が進展する⼀⽅で年齢や地理的条件などにより、イン
ターネット利⽤率に差異がみられるが「誰⼀⼈取り残されない」デジタル化を実現するため
には年齢や地理的条件などによるデジタル格差を是正することが必要であり、政策・取組と
して、社会・経済的課題の解決につながる ICT の利活⽤の促進、データ流通・活⽤と新事
業の促進、誰もが ICT による利便性を享受できる環境の整備が必要な状況である。 
 
Ｂ．テーマに関する課題 

⾼齢者や認知症を抱える⼈が社会進出する際に以下のようないくつかの課題が⽣じてく
る。各課題についての改善事例については、次項の C.で紹介しているので参照されたい。 

1） 社会進出に必要となるサービスの提供に関する情報や⽇常⽣活を送るための情報な
どの情報収集が⾼齢者や認知症を抱える⼈に難しい 

2） 医療提供を受けた際の情報を家族と共有することが難しい。特にそもそもの認知症に
関する情報収集についても難しい状況である。 

3） 外出による⾏⽅不明のリスクは増加しており、介助者による捜索の負担や事故などの
発⽣が懸念される。 

4） 従来認知症を抱える⼈への取組として認知症カフェが設置されることがあるが、運営
資⾦の確保や⼈材不⾜、送迎にかかる負担などの課題が残っている。 
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C. 望まれること/事例/写真ほか 
市⺠の認知症予防や、認知症の早期発⾒・早期対応を⽀援するために、⼤阪市では認知症

に関する情報を集約した、公式アプリ「⼤阪市認知症アプリ」・公式ウェブサイト「⼤阪市
認知症ナビ」を提供している。⼤阪市ではこのように認知症患者やその家族が必要とする情
報を「⼤阪市認知症アプリ」「⼤阪市認知症ナビ」の中に集約することで、患者やその家族
のサポートを⾏っている。このように、⾃治体がアプリを提供することにより、公的なサー
ビスの情報が的確に⾼齢者や認知症の⼈、その家族へ提供されることが期待される。 

図 1. ⼤阪市認知症ナビトップ画⾯、アプリのトップ及び操作画⾯ 
 
茨城県神栖市等では徘徊による事故防⽌、介助者の負担の軽減のため ICT を活⽤し、⾏

⽅不明時に早期発⾒できる体制を構築し、認知症の⼈と共⽣するまちづくりの推進のため 
Me-MAMORIO という外出サポートツールを⽤いている。これは、持ち物等にタグをつけ
た認知症の⼈が、⾒守り協⼒者（専⽤アプリを⼊れたスマホを有する周辺住⼈）の⼀定の距
離に近づくと、タグの位置情報がサーバーに送られ、専⽤アプリを⼊れたスマホを持つ介助
者に送信される。その位置情報から所在場所がわかり、⾏⽅不明になる前に保護することが
可能となる。（図 2）。 
 

他にも、ICT コミュニケーションツール「わすれなびと」では、iPad を⽤いて⾃宅にい
ながら、医師・薬剤師等の医療従事者と認知症患者や家族がネットワークで密に繋がること
ができる。患者・家族は⽇々⽣じる問題を、医師と薬剤師にタイムリーに相談することが可
能となる。 
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図 2. 神栖市の認知⾼齢者等徘徊 SOS ネットワーク事業の概要図 
 

また、認知症の本⼈が情報発信を⾏う取り組みを厚⽣労働省が実施している。厚⽣労働省
による認知症施策推進⼤綱における「普及啓発・本⼈発信⽀援」の⼀環として、認知症本⼈
⼤使「希望⼤使」を任命し、本⼈が体験や思いをまとめた「認知症とともに⽣きる希望宣⾔」
を作成し、希望を持って前を向き⾃分らしく暮らし続けることを⽬指したものである。 
 
Ⅾ.今後の展望 キーポイント 
 ICT 利活⽤に関する政策・取組として、社会・経済的課題の解決につながる ICT の利活

⽤の促進、データ流通・活⽤と新事業の促進、誰もが ICT による利便性を享受できる環
境の整備が必要である。 

 そのため、具体的な望ましい姿や理想とする姿としては、①情報提供においては、広範
な配信が⾏われている、②適切な情報を適切なタイミングで提供している、③話しかけ
等のソーシャルネットワークが存在する、④情報提供の際のフォーマットやデザインの
ユーザビリティが⾼い、⑤適切に情報テクノロジーの利害がコントロールされている、
⑥利⽤者と提供者共に責任をもって対応している、⑦認知症の本⼈による情報発信をす
る仕組みができている、⑧認知症の本⼈だけでなく、家族や介護者の負担軽減が実現で
きている等である。 

（村上⽞樹 林⽥賢史） 
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第２章 
 誰も取り残さず⼈々が健康なまちをつくるには 

 
A．背景・動向 

2030 年までに持続可能でよりよい世界を⽬指す国際⽬標である「持続可能な開発⽬標
（Sustainable Development Goals: SDGs）」への取組みでは「誰ひとり取り残さない」とい
う原則が採⽤されている。認知症の⼈と家族の健康を推進するために地域で取組むべきこと
について WHO はガイドラインを出している。健康的な⽣活習慣をとること、⼤気や⽔や
⾷品中の有害物質の影響を受けないこと、安全な環境が確保され経済的な困難に陥らないこ
と、学びの場や社会的な繋がりが確保できること、質の⾼い医療や社会サービスを利⽤でき
ることがあげられており、これらの条件をまちづくりとして整えることが注⽬されている。 
 
B．課題 

認知症の本⼈や家族を含めて誰も取り残さず⼈々が健康なまちづくりをめざすには、関係
者がまちづくりの⽬指す姿を共有するところからの出発が必要である。「認知症にやさしい
まち」「認知症に対する不安のないまち」「認知症とともに⽣きるまち」など何をめざすかは、
まちによって異なってさしつかえない。 

 
C．望まれる展開：⽀えあう活動がひろがるまちの仕組みづくり 
■⾃分らしく⽇常⽣活をおくることができるまち 

認知症の有無によらず、⾃分らしい⽇常の⽣活をおくる場、機会を⾒つけられるまちが望
まれる。和歌⼭県御坊市と東京都世⽥⾕区では、認知症関連施策に関する条例策定の検討委
員会に当事者本⼈が委員として参加している。本⼈でなければわからないことをふまえた上
で、誰もが⽣きやすいまちをめざしている。 
 
■健康増進、⽣活習慣病予防に、楽しみながら取り組めるまち 

認知症予防に結びつく環境整備も注⽬される。⽣活習慣病予防の⾏動は、認知症の予防の
観点と認知症の本⼈と家族の健康管理の観点から重要である。⾼齢者の特性に合わせた情報
や活動の場を、⾝近なところに確保することは、認知症の本⼈と家族の健康⽀援に不可⽋で
ある。健康増進、⽣活習慣病予防に安全に取り組みやすい、道路や公園、住宅、多くの⼈が
利⽤する施設等の環境整備が必要である。 
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■関係主体が役割を果たし世代を超えて⽀えあう活動がひろがるまち 
認知症の本⼈と家族だけでなく、世代を超えて⽀えあう活動が広がることは、有意義であ

る。愛知県⼤府市では、平成 29 年 12 ⽉に、全国の⾃治体で初めて認知症政策に関する条例
を制定した。まちづくりにおける基本理念を整理して条例に⽰し、さらに、市⺠、地域組織、
事業者、関係機関の役割と⾏政の責務を明⽰し、認知症に対する不安のないまちの実現をめ
ざして、世代を超えて展開される活動とその相互連携が加速している。 

 
■災害時、緊急時にも安全と健康を確保する準備ができているまち 

平常時だけでなく、災害時や緊急時にも、認知症の⼈と家族の安全と健康を確保できるま
ちであることが望まれる。地域防災計画に、認知症本⼈と家族を想定した、具体的な計画が
反映されることが望ましい。災⼤分県別府市では介護⽀援専⾨員（ケアマネジャー）や相談
⽀援専⾨員等の福祉専⾨職が当事者と相談し、さらに地域住⺠等の関係者が参加して災害時
ケアプラン調整会議を開いて避難⽀援の個別計画を策定している。 

 
■認知症にやさしい健康まちづくりへの進捗状況を知るための情報が⽤意されており、まち
づくりの展開にデータが活⽤されるまち 

認知症にやさしいまちづくりは、最も⽀援が必要なひとを優先するまちづくりのひとつで
ある。地域単位で「認知症にやさしい健康まちづくり」に関わる情報をとりまとめ、関係者
が情報を共有して活動を展開することが望まれる。認知症の情報だけでなく、医療、教育、
環境、就労、産業・経済、⾏政・財政、住環境、世帯、モビリティ、都市計画、保健・福祉、
所得、⼈⼝、コミュニティ、地域⽂化、歴史など、多様な情報が有⽤である。また、認知症
の本⼈、家族の健康な⽣活に役⽴つ情報、各地域の取組み事例に関するデータベースは、各
地の地域活動の活性化につながる。 
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Ⅾ.今後の展望 キーポイント 
 認知症の有無によらず、⽇常⽣活で⾃分らしい⽣活をおくることができるまちが望まれ

る。認知症本⼈の参加を得て計画を検討することもひとつの⽅法である。 
 ⽣活習慣病の予防は、認知症の予防に有⽤である。健康的な⾝体活動、⾷⽣活、⽣活リ

ズムの推進に加え、道路や公園、住宅、多くの⼈が利⽤する施設等の環境整備が必要で
ある。 

 認知症の⼈にやさしいまちづくりに向けて関係主体が役割を果たし、世代を超えて⽀え
あう活動のひろがりが期待される。 

 平常時だけでなく災害時や緊急時にも、認知症の本⼈と家族を守る必要がある。地域防
災計画に、認知症本⼈と家族を想定した計画が反映されることが望ましい。 

 まちづくりの展開にデータが活⽤されることが望ましい。医療、教育、環境、就労、産
業・経済、⾏政・財政、住環境、世帯、モビリティ、都市計画、保健・福祉、所得、⼈
⼝、コミュニティ、地域⽂化、歴史など、多様な情報が有⽤である。 

（中村 桂⼦） 
参考⽂献 
1. 災害時における在宅認知症者の避難所での具体的な⽀援⽅法のあり⽅検討委員会「避難所での認知症の⼈

と家族⽀援ガイド」（⼀般住⺠⽤）（⽀援者⽤）社会福祉法⼈東北福祉会 認知症介護研究・研修仙台セン
ター 2013 年 3 ⽉ 

2. 平野陽介「⼤府市認知症に対する不安のないまちづくり推進条例」⾃治体法務研究 pp. 65-70 (2018・
夏) 

3. Risk reduction of cognitive decline and dementia: WHO guidelines. Geneva: World Health Organization; 
2019. License: CC BYNC-SA 3.0 IGO. 
（邦訳版）「認知機能低下および認知症 のリスク低減（WHO ガイドライン）」2019 年 1 ⽉ 
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/20200410_theme_t22.pdf 

4. Optimizing brain health across the life course: WHO position paper. Geneva: World Health Organization; 
2022. Licence: CC BY-NC-SA 3.0 IGO; 2022 年 7 ⽉ 
https://www.who.int/publications/i/item/9789240054561 
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第３章 認知症にやさしいまちを設計する： 
都市計画・交通の視点から 

 
A.テーマに関する背景・動向 
 ⼈⼝減少と⾼齢化が進む中、わが国の都市計画・交通計画は⼤きな転機を迎えている。具
体的には、認知症患者を含む⾼齢者が増加する中で、弱者に対する視点を今まで以上に重視
する必要がある。わが国の都市や交通インフラはモータリゼーションの進展に伴い、郊外へ
とその開発を拡げてきた。しかし、今後は⾃動⾞が運転できない交通弱者であっても、移動
の負担無く、地域の中で⽇常的に必要なサービスに容易アクセスできるようにし、誰もが⽣
活の質を確保できるようにすることが肝要である。 
 
B.テーマに関する課題 
・⼈⼝減少と⾼齢化が進む社会において、⾃動⾞が無いと満⾜に⽣活ができない郊外開発を
拡⼤し、⼈間疎外と災害リスクの可能性の⾼いタワー型マンション等の建設を短期的な利潤
獲得のために進めていく事は、社会におけるコストを⻑期的には増⼤させることになる。 
・そのような問題を発⽣させないためには、交通弱者や社会的弱者に配慮し、⼟地利⽤計画
と交通計画を⻑期的・広域的な観点から連動させる必要がある。 
・公共交通サービスをはじめとし、現在の公共サービスの多くは独⽴採算が求められること
で、弱者に対して⼗分なサービスが提供できていない状況にある。 
・空間内の段差等を解消するバリアフリーの発想を拡張し、健常者も含め豊かでかつコスト
のかからないユニバーサルデザインの導⼊を空間整備において進める必要がある。 
・これらにあわせ、都市と地⽅の空間サービス格差の解消が求められるとともに、インフラ
や都市のハード整備に留まらない、使いやすさ向上のためのソフト改善に加え、思いやりの
ハート（⼼のバリアフリー）が求められる。 
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C.望まれること/事例/写真ほか 
認知症患者や⾼齢者、および⾃動⾞に頼ることのできない交通弱者に配慮したコンパクト

なまちづくりを進めることが必要である。コンパクトなまちづくりを進めることで、図−１
に⽰す通り、都市の賑わい創出から⾃治体財政健全化に⾄るまで、多岐にわたる分野への効
果発現が期待できる（クロスセクター効果）。なお、コンパクトシティ政策は往々にして、
短期間の間に都市を活性化するためのカンフル型政策に誤解されやすいが、そうではなく、
時間をかけて都市の形を改善していく体質改善政策である。このため、往々にして短期的成
果を求める政治家からは避けられる傾向のある政策であるということも注意が必要である。 
 
 

図−１ コンパクトなまちづくりの概要 
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D.今後の展望 キーポイント 
 現在までの⽇本の都市計画や交通整備は、主に経済的な活⼒向上を主眼として実施され

てきたといえる。これからの⼈⼝減少、⾼齢化社会を迎える中で、認知症患者を含む弱
者対応へと⽬線を移し、⼼休まる空間整備へとその考え⽅をシフトしていく必要があ
る。 

 弱者対応ができた都市や交通は、健常者にとっても暮らしやすく快適な空間となる。そ
の意味で段差をなくすといったバリアフリーの考え⽅からさらに進んで、質と効率をも
配慮したユニバーサルデザインの考え⽅を共有する必要がある。 

 住むことと移動することをセットで計画する必要がある。⾃動⾞で遠くまで⾏かないと
⽣活の基本的なサービスを受けることができないような都市の構造は、弱者にとっては
負担が⼤きく、持続可能性の観点からも問題が多い。都市を拡⼤するのではなく、徒歩
と公共交通の範囲で⼗分な⽣活が可能となるコンパクトなまちづくりを⽬指す必要が
ある。 

 ⾃動⾞のために整備されてきた道路空間も、⼈のために再構成を⾏う必要がある。ウォ
ーカビリティ確保のために準備されたガイドラインなどを活⽤し、今後は我が国でもト
ランジットモールの導⼊が可能となるよう、さらに制度改⾰と新たな時代に向けた投資
を進めていく必要がある。 

（⾕⼝ 守） 
参考⽂献 
1. ⾕⼝守編著：世界のコンパクトシティ、学芸出版社、2019. 
2. 国⼟交通省：新型コロナ感染症の影響下における⽣活⾏動調査（第⼆弾）、Press Release、2022.6. 

https://www.mlit.go.jp/toshi/tosiko/content/001488638.pdf 
3. 国⼟交通省道路局：多様なニーズに応える道路 ガイドライン、2022.3. 

https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/diverse_needs/pdf/guideline.pdf 
4. マチミチ会議：ウォーカブルポータルサイト、https://www.mlit.go.jp/toshi/walkable/index.html 
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第４章 認知症にやさしいコミュニティ空間をつくる 
 
Ａ．テーマに関する背景・動向 
 （図１）は、病気や健康に関する様々なアプローチを「ケア
のモデル」という視点から整理したものである。このうち左上
の「医療モデル（Biomedical model）」は、「特定病因論」と呼
ばれる考え⽅をベースにしており、これは“⼀つの病気には⼀
つの原因（物質）があり、それを除去すれば病気は治る”とい
う、ある意味で⽐較的単純かつ単線的（リニア）なモデルであ
る。これは感染症などの場合には⾮常に有効だったが、現在では疾病構造が⼤きく変容し、
慢性疾患、ひいては⾼齢者ケア（⽼年退⾏性疾患）あるいは精神疾患関連が前⾯に出る時代
となっている。したがって、医療モデルにとどまらず、「予防・環境モデル」、「⼼理モデル」、
さらには⽣活全体や社会との関わりまで視野に⼊れた「⽣活モデル〜社会モデル」まで視野
を広げた上で医療や健康の問題を⾒ていくことが必要となっている。そこで認知症について
も、地域コミュニティやまちづくりを含めた対応が重要になっているのである。 
 
Ｂ．テーマに関する課題 
 「認知症にやさしい健康なまち」を構想していくにあたり、特に重要なポイントとなるの
は「歩いて楽しめる街（ウォーカブル・シティ）」を軸とする「コミュニティ空間としての
都市・地域」の実現である。 
 残念ながら戦後の⽇本においては、⾼度成⻑期を中⼼に、道路・⾃動⾞中⼼の都市・地域
モデルが追求され、その結果、⽇本の地⽅都市の現状では中⼼市街地の空洞化が進んできた。
20 万⼈程度以下の地⽅都市はほぼ確実に“シャッター通り”となっており、場合によっては
30〜50 万規模の都市でも空洞化が進んでいるのが現実である。 
 こうした状況を改善していくには、「医療・福祉政策と都市・交通政策の総合化」という
発想と政策展開が重要であり、これまで進められてきた“郊外ショッピングモール型”の都
市・地域モデルを改変し、超⾼齢化社会にふさわしい都市像を実現していく必要がある。 
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Ｃ．望まれること/事例/写真ほか 
 具体的なイメージで⾒ていくと、ヨーロッパ、特にドイツ等においては 1980 年代頃から、
都市の中⼼部から⾃動⾞をシャットアウトし、⼈々が歩いて楽しめるコミュニティ空間を作
るという政策を展開してきた。 
 たとえば写真①はドイツの⼈⼝約 10 万の地⽅都市エアランゲンの中⼼部の様⼦だが、⾞
いすの⾼齢者やベビーカーをひいた⼥性が普通に過ごすことができるとともに（福祉的側
⾯）、ガソリン消費ないし⼆酸化炭素排出が抑制され（環境的側⾯）、さらに中⼼市街地が賑
わい経済循環が活発化する（経済的側⾯）という具合に、「福祉・環境・経済」の相乗効果
が実現し、ＳＤＧｓの理念につながるような都市や地域のあり⽅が実現されている。また写
真②はフーズムという、⼈⼝約 2 万⼈程度の地⽅都市の中⼼部の様⼦だが、こうした「ま
ち・むら」規模の地域であっても、⾼齢者が出かけ、様々なコミュニケーションが⽣まれる
ような市場などの場所が広く存在している。 
 ⽇本の現状に即して⾒ると、⾼齢化が急速に進み、“遠くのモールに⾃動⾞で買い物に⾏
くのが難しい”という層が増えていることを踏まえ、⾼齢化をいわば⼀つの「チャンス」（契
機）として歩⾏者中⼼の都市・地域の姿を実現していくことが重要となる。こうした⽅向は、
過度のクルマ依存社会がもたらす様々な問題（⾼齢者関連の交通事故を含む）の改善につな
がると同時に、地⽅創⽣や地域再⽣といった、より広い社会的課題の解決にも寄与すると考
えられる。 

そして、そうした「コミュニティ空間としての都市・地域」づくりに向けた動きが、現在
⽇本の各地においてある意味で“百花繚乱”のように⽴ち上がりつつある。写真③は、⾹川県
⾼松市の丸⻲町商店街の様⼦で、商店街と⾼齢者向け住宅等を⼀体的に整備し、⾼齢化に対
応した“福祉都市”的な性格ももっている例である。 
 また、国交省などの政策の基調にも変化が⾒られ、「国⼟のグランドデザイン 2050」（2014
年）における“⼩さな拠点”の考え⽅や、「ウォーカブル・シティ（歩いて楽しめるまちづく
り）」など、「コミュニティ」の視点を重視した、超⾼齢化時代における新たな都市・地域像
への模索が始動しており、まさに「認知症にやさしい健康なまち」という姿に重なるもので
ある。 

 
写真① 写真② 写真③ 
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Ｄ．今後の展望 キーポイント 
●疾病構造が⼤きく変容し、⾼齢者ケアや認知症のケアが前⾯に出る現在のような時代にお
いては、医療モデルにとどまらず、⽣活全体や社会との関わりまで視野に⼊れた「⽣活モデ
ル〜社会モデル」まで視野を広げたケアが重要であり、地域コミュニティやまちづくりを含
めた対応が重要になっている。 
●「認知症にやさしい健康なまち」を構想していくにあたり特に重要なポイントとなるのは、
「歩いて楽しめる街（ウォーカブル・シティ）」を軸とする「コミュニティ空間としての都
市・地域」の実現である。 
●ヨーロッパなどにおいて 1980 年代頃から、都市の中⼼部での⾃動⾞交通を規制し、⼈々
が歩いて楽しめるコミュニティ空間を作るという政策が展開されてきたが、そうした⽅向
は、⾼齢者のＱＯＬ（⽣活の質）の向上や認知症予防といった福祉的側⾯、⼆酸化炭素排出
の抑制といった環境的側⾯、さらに中⼼市街地の活性化や地域内経済循環といった経済的側
⾯という具合に、ＳＤＧｓの理念につながるような都市や地域の実現に寄与している。 
●戦後の⽇本においては、⾼度成⻑期を中⼼に道路・⾃動⾞中⼼の都市・地域モデルが追求
されてきたが、⾼齢化が急速に進み、“遠くのモールに⾃動⾞で買い物に⾏くのが難しい”と
いう層が増え、買い物難⺠と呼ばれる層が増加する⼀⽅、過度のクルマ依存がもたらす⾼齢
者関連の交通事故等も⼤きな社会的課題になっている現在、⾼齢化をいわば⼀つの「チャン
ス」（契機）として歩⾏者中⼼の都市・地域の姿を実現していくことが重要となる。 
●そうした⽅向に向けた試みが現在⽇本の各地で進むとともに、国交省などの政策の基調
にも変化が⾒られ、「国⼟のグランドデザイン 2050」（2014 年）における“⼩さな拠点”の
考え⽅や、「ウォーカブル・シティ（歩いて楽しめるまちづくり）」など、「コミュニティ」
の視点を重視した、超⾼齢化時代における新たな都市・地域像への模索が始動しており、
まさに「認知症にやさしい健康なまち」という姿に重なるものである。 

（広井 良典） 
参考⽂献 
1. 宇都宮浄⼈（2015）『地域再⽣の戦略――「交通まちづくり」というアプローチ』、ちくま新書。 
2. 近藤克則（2005）『健康格差社会』、医学書院。 
3. 徳⽥雄⼈（2018）『認知症フレンドリー社会』、岩波新書。 
4. パットナム（2006）『孤独なボウリング――⽶国コミュニティの崩壊と再⽣』、柏書房。 
5. 広井良典（2018）『持続可能な医療――超⾼齢化時代の科学・公共性・死⽣観』、ちくま新書。 
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第５章 認知症にやさしい活気あるまちづくり： 
全体も眺めてみよう 

 
A. テーマに関する背景・動向 

超少⼦・超⾼齢社会の進展により、認知症は増加し、その⽀え⼿は減少することが⾒込ま
れる。認知症の「予防」は、国家の⼀⼤事となっている。ここで「予防」とは、「認知症に
なるのを遅らせる」「認知症になっても進⾏を緩やかにする」ことを意味する(認知症施策推
進⼤綱,2019)。 

この状況は、⼈々の健康・ウェルビーイングをよりよく実現していく社会づくりへと駆動
する、またとない貴重な機会ととらえられる。 
 
Ｂ. 望まれること 

認知症を予防し認知症にやさしい社会の実現は、すべての世代の⼈々が健康な⽣活⾏動を
とることができ、すべての⼈々にやさしい社会である。このような社会づくりを実現してい
くためには、保健医療や福祉だけでは⾜らず、さまざまな社会経済活動が⼈々の健康・ウェ
ルビーイングのさらなる実現に向けて活性化していくことが重要となる。 

健康志向の社会づくりにアカデミアが貢献していくためには、従来の領域を超えた協働が
⼀層求められており、社会づくりに係わる理系⽂系の様々な研究領域の研究者が集まり、学
内に超⾼齢社会デザイン価値創造ユニットを形成し、それを基盤とした産官学⺠コンソーシ
アム"PEGASAS"を結成、具体的なまちづくりの事例研究を⾏っている。健康・ウェルビー
イング実現社会に向けては、現状を把握し、有効な⽅策のエビデンスを⽣み、計画進捗、⽬
標達成度を可視化し確実に推進していくためのフレームワークの研究開発を進めている。こ
れは、⽬標となる健康・ウェルビーイングと、以下の 12 の領域からなる。 

 
01 住環境、02 交通、03 屋外環境･エコロジー、04 保健･医療･介護･福祉、05 ⾷事･栄養
と農林⽔産、06 働き⽅・雇⽤、07 社会的包摂と多様性、08 社会的参加と芸術･スポーツ、
09 ウォーカビリティ、10 情報・コミュニケーション、11 養育・教育、12 ⽣涯学習と⽀援
ツール活⽤ 
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図 1 健康・ウェルビーイング向上をめざす社会づくりのフレームワーク 
 

図 2 健康・ウェルビーイングが向上する社会づくりのフレームワーク（イメージ） 
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C.今後の展望 キーポイント
 認知症を予防する多因⼦は、運動､栄養､禁煙､社会交流など、⽣活習慣病を予防し健康

余命を延伸し､健康･ウェルビーイングを向上する多因⼦と同様のものである｡
 ただし、これらの多因⼦の改善は個々⼈の努⼒だけでは不可能で、健康な⾏動などを維

持・促進する環境、認知症や多様な世代にやさしい社会を作り、社会経済活動を活発化
していく必要がある。

 それを進めるため、社会・まちの多側⾯全体を把握するフレームワークが重要となる。 
（今中 雄⼀）

参考⽂献
1. 産業競争⼒懇談会(COCN)推進テーマ最終報告書「健康医療介護の質指標とまちづくり情報基盤」

(2019/02/15) http://www.cocn.jp/report/thema106-L.pdf（2022/11/01 アクセス）
2. 産官学⺠コンソーシアム PEGASAS"健康・医療・介護視点の全世代まちづくり" http://pegasas.umin.jp/
（2022/11/01 アクセス）

80



51

厚⽣労働科学研究費補助⾦（認知症政策研究事業）「認知症施策の評価・課題抽出のための
研究：領域横断・融合的アプローチと⼤規模データベースの実践的活⽤」研究班

今中雄⼀**：京都⼤学⼤学院医学研究科 医療経済学分野 教授
武地⼀*：藤⽥医科⼤学病院 認知症・⾼齢診療科 教授
⼭⽥裕⼦：同志社⼤学研究開発推進機構 名誉教授
中部貴央：東京⼤学医学部附属病院 国⽴⼤学病院データベースセンター 特任助教
愼重⻁：京都⼤学⼤学院医学研究科医療経済学分野 特定講師
原広司*：横浜市⽴⼤学国際商学部 准教授
⻄下陽⼦：京都⼤学⼤学院医学研究科 医療経済学分野／弁護⼠
⼭⽥⽂*：京都⼤学法学研究科 教授
佐々⽊⼀郎*：同志社⼤学商学部 教授
國澤進*：京都⼤学⼤学院医学研究科 医療経済学分野 准教授
後藤悦：京都⼤学⼤学院医学研究科 医療経済学分野 特定助教
佐々⽊典⼦*：京都⼤学⼤学院医学研究科 医療経済学分野 特定准教授
村上⽞樹*：産業医科⼤学⼤学病院 医療情報部 副部⻑
林⽥賢史*：産業医科⼤学⼤学病院 医療情報部 部⻑
中村桂⼦*：東京医科⻭科⼤学⼤学院医⻭学総合研究科 教授
⾕⼝守：筑波⼤学システム情報系社会⼯学域 教授
広井良典*：京都⼤学⼈と社会の未来研究院 公共政策・科学哲学 教授

*研究分担者；**研究代表者

連絡先 

厚⽣労働科学研究費補助⾦（認知症政策研究事業）「認知症施策の評価・課題抽出のための研究:

領域横断・融合的アプローチと⼤規模データベースの実践的活⽤」事務局 

京都⼤学 ⼤学院医学研究科 社会健康医学系専攻 医療経済学分野 内 

〒606-8501 京都市左京区吉⽥近衛町 

e mail：iken@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp

81




